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北海道センターでは､冬になると失業を余儀なくされる､季節労働者の就労･生活実態の

把握につとめてきた｡この間､公共事業の削減など建設需要が縮小する中で､仕事も収入も

減り､雇用保険や医療･年金制度からも排除される季節労働者が増えてきている｡彼らの生

活困窮をどう解消するかは､社会的な関心事になっている非正規･ワーキングプア問題の解

消策と共通する｡あわせて､センターでは､公共事業改革を通じた地域における仕事づくり

の実現を重要視している｡すなわちそれは､今回の経済対策の一環である公共投資の内容に

典型的な､経済成長を前提とした大型開発事業を見直し､生活･教育･福祉分野あるいは地

域に必要な事業-の転換を通じた仕事づくりである｡さらには入札制度や元下問の受発注の

あり方､下請事業者や労働者保護等の条件整備も必要である｡センターが考えるこれらの公

共事業改革-の賛同が､建設事業者を対象にした調査でも予想をはるかに超えて示されたこ

とに､労使共同の可能性を強く感じた｡

1はじめに一北海道センターの問

題意識と取り組み

2　危機にある季節労働者の就労･生

活

3　建設事業者の疲弊

4　期待されている公共事業改革の

方向性

1はじめに一北海道センターの問題意

識と取り組み

･ハローワークに行ってもなかなか仕事がな

いです｡公共料金もなかなか払えないです｡

最低限の生活保護を申請しても､親や子ども

にお金を借りなさいと言われ､大変困ってい

ます｡自分では仕事がしたいですが､なかな

か仕事がなく大変です｡国民は最低限の生活

が保障されているはずですが全く話しにな

りません｡男性56歳､赤平市

･今は元気で働いているが､無年金者なので､

働けなくなった老後がとても心配｡そのとき

は生活保護なども考えている｡男性67歳､

釧路市

･昨年に働いていた会社は雇用保険に加入し

て月々支払いをしていたが､ 12月に仕事が

切れ､権利がなく､いまアルバイトのところ

でお願いしたが､ 4ケ月も仕事はないので､

駄目だと言われ､昨年､月々支払っていた雇

用保険が駄目になって､もらうことができま

せん｡働く仕事先もみつからず､今はアルバ
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イト的な仕事をしていますが､いつ仕事が無

くなるか｡生活が苦しく､体調も病院に行き

たくても行けず､悩んでいる毎日です｡不安

で2009年度の見通しも立てず,今現在に至

っています｡男性57歳､釧路市

･今のままでは65歳で年金をもらっても月

4万円位です｡ 65歳からの生活はとても心

配です｡特例一時金は90　日にして下さい｡

今は仕事が無いので､ゴミの日に空き缶を集

めていますが､市役所からは､集めてはだめ

と言われ､困っている｡男性62歳､苫小牧

市

･昨年燃料代が出なかったので､サラ金から

お金を借りた｡これから支払いに困る｡男性

39歳､小樽市

上記は､北海道センターが､北海道内

の､主として建設業界で働く季節労働者

を対象に2009年に行った調査結果の一

部である.この間､北海道センターでは

主に二つの調査に取り組んできた0 -つ

は､上の声に象徴されるように､危機的

状況にある季節労働者の雇用･就労､生

活等の実態を明らかにすることである｡

就業機会の縮小に加えて､この間､短期

特例一時金の給付額が50　日分から40

日分に減額され､なおかつ､技能講習制

度も廃止されるなど､不十分ながらも季

節労働者の生活を支えてきた条件が切

り崩されてきている｡いま一つは､建設

事業者の事業経営や公共事業をめぐる

問題の把握である｡とりわけ公共事業問

題については､季節労働者の雇用･仕事

づくりの観点からも､重視してきたoす

なわち､景気対策と称して大盤振る舞い

で行われてきた公共事業の総額削減は
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避け得ないとしても､ ｢国際競争力の強

化｣ ｢選択と集中｣というかけ声のもと

でなお不要不急の大型･開発型の事業に

集中的な投資が行われ､地域にとって必

要な､しかも雇用創出効果の高い事業-

の投資が削減されている現状をこそ改

革する必要があるのではないか｡急速に

進む景気後退-の対策として､公共投資

分野では､高規格道路の整備や､整備新

幹線の建設あるいは大規模港湾の整備

等々､財政難や社会的な批判を背景に凍

結されていた従来型の公共事業が目白

押しで実施されようとしているいまこ

そ､あらためて上の視点は重要だと考え

る｡

本稿では､以上の問題意識で行ってき

た二つの調査(季節労働者調査､建設事

業者調査) 1の結果を報告するものであ

る｡なお両調査の結果について､無回答

は除いて計算しているため､各項目の合

計人数あるいは合計事業者数は必ずし

も一致しない｡また､両調査の結果はす

でにセンターのホームページ上でも発

表済みであり､詳細はそちらを参照され

たい｡

2　危機にある季節労働者iZ)就労･生活

1)季節労働者の｢減少｣

公共事業の削減､民間建築部門の不振

など建設需要が急速に縮小する中で､建

設労働者の就業機会も著しく減少して

いる｡ ｢労働力調査｣によれば､ 90年代

半ばのピーク時に35万人だった北海道

の建設労働者は､ 04年には30万人を割

り､07年から08年にかけては3万人も
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図2-1北海道内の季節労働者数の推移

万人弧0

出所:北海道労働局『季節労働者の推移と現況』より作成o

表2-1全産業及び建設業の雇用保険被保険者数の推移(一般､短期)
単位:A

4月 店ﾈ��6月 度ﾈ��

坐 産 莱 �ｩL｢�19年度 ��ﾃ#c"ﾃ##"�1,278,525 ��ﾃ#�"ﾃ#���1,283,138 

20年度 ��3��#s��1,313,796 35,271 ��ﾃ3�rﾃSS��3Rﾃ3C"�1,317,317 34,179 

対前年差 �3づ�Sb�

短期 ��僖�7��27,614 田Rﾃ鼎"�96,526 ����ﾃ3���

20年度 �#bﾃC���55,628 塔"ﾃSC��96,619 

対前年差 ��3�ﾃ#�B�▲10,等14 ��3�2ﾃ塔b�▲13,761 

逮 訊 覗 莱 壷�r�19年度 ���Rﾃ�CR�106,634 ���rﾃ����107,139 

20年度 ���C�#��105,760 ���Rﾃ鼎2�105,801 

対前年差 ��3�ﾃ�#B�▲874 ��3�ﾃ�cR�▲1,338 

短期 ��僖�7��12,270 �3rﾃsS2�59,578 田津#�"�

20年度 免ﾂﾃCS2�28,203 鼎rﾃ鉄��58,515 

対前年差 ��3��r�▲9,550 ��ﾆﾂﾃc#r�▲10,777 

8月 祷ﾈ��~~~~~ー~了百~有~~~ ���ﾈ��

坐 産 莱 �ｩL｢�19年度 ��ﾃ#�2ﾃ#Sr�1,284,123 ��ﾃ#澱ﾃcCb�1,300,959 

20年度 ��ﾃ3�Rﾃc3��1,313,842 ��ﾃ3�"ﾃ�s��1,311,951 

対前年差 �3"ﾃ3sB�29,719 ��RﾃC3"�10,992 

短期 ��僖�7��116,508 ���づ�#R�119,209 ���bﾃ3���

20年度 ���#SsR�105946 ���c#���94,782 

対前年差 ��3�2ﾃ�32�▲12,979 ��3�"ﾃ�#��▲11,526 

逮 _訊 �ｩL｢�19年度 ���bﾃ田r�106,888 ���bﾃcSR�106,276 

20年度 ���RﾃC3��105,055 ���BﾃsCr�104,231 

対前年差 ��3�ﾃS#��▲1,833 ��3�ﾃ����▲2,045 

19年度

20年度

対前年差

73,376

62,653

A 10,723

74,613

64,401

▲ 10,212

75,039

64,728

▲ 10,311

73,153

63,030

▲ 10,123

資料:職菓安定菓務統計｡

出所:北海道労働局｡
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急減し､ 24万人となった｡北海道の労

働力人口全体もこの間減少していると

はいえ､建設業の減り方は急速である｡

また､冬に失業を余儀なくされる季節労

働者については､かつて30万人(建設

業は20万人)を数えたが､その後一貫

して減少してきた(図2-1)o　とりわけ

昨年の建設業界においては､前年比で1

万人もの減少があり､そのまま､つまり､

夏場にも回復することなく新たな冬を

むかえることとなった(表2-1)｡かつ

2)減少する就労機会

さて､本調査(季節労働者調査)の結

果をみていこう｡有効回答1570人のう

ち8割(79.9%)を占めた男性の結果を

中心に表をまとめた｡

季節労働者は高齢化が進んでいる(60

歳以上が男性で56.7%､女性で66.1%)

にもかかわらず､生活の困難を反映し､

アルバイトやシルバー人材センターで

の登録なども含め､働いているものが多

い2｡年齢とともに就業率は低下するも

のの､全体でみると､昨年　ほ008年)

に全く働かなかったというケースは､男

性で17.6%､女性では26.4%にとどま

る3｡

てない減り方だという(建交労役員)0

ところでこの数は､雇用保険(短期特

例)の被保険者数をカウントしたもので

あり､実際には､雇用保険に加入させて

もらえなかったり資格をみたすことが

できなかった､いわば行政の統計にあら

われない｢季節労働者｣も存在する｡つ

まり季節労働者をめぐる問題は､顕在化

した部分以上のひろがりをもつことを

確認しておく｡

季節労働者の雇用･就労をめぐる問題

の第-が､就労日数･仕事の量の減少で

あるo　調査で尋ねたところ､一昨年

(2007年)の就労日数(平均値)が185

日であったのに対して､昨年は170　日

にまで減少している｡厳しい･厳しいと

言いながらも平均就労日数(男性)が

200日をはるかに上回っていた80年代

と比べると大きな減少である｡仕事上で

の問題状況でも(表2-3)､ (ア)仕事の

量(就労日数)の減少を訴えるものが多

く､全体で6割(58.2%)に及ぶ｡

とりわけ､ 40, 50歳代(男性｡以下､

同様)という働き盛りの層では､ 3人に

2人(以上)の割合である｡あわせてこ

の年齢層では､ (ェ)賃金の安さの訴え

も半数を超える4｡
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表2･2　昨年及び一昨年の就労日数(平均値)
単位:日

(ら)一昨年の就労日数 ��(ｼ�&ﾂ�185 �����162 �#�謦�207 ���2�132 
標準偏差 田"�63 鉄B�62 鉄"�58 都��

表2-3　仕事上での問題状況(複数回答可)
単位:%

(ア)仕事の量(就労日数)が減っている 鉄ゅ"�60.8 的:B簽��69.2 田R�"�59.8 鼎偵b�

(イ)仕事の見通しが立たない �3"絣�37.0 ��"綯�46.2 鼎2ﾃR�29.2 �#b���

(ウ)雇用期間が短い �#R纈�27.0 �#�紕�30.8 �3��2�25.0 �#�ﾃ��

(エ)賃金が安い 鼎R紕�48.8 �3��"�50.5 鉄rﾃ"�44.9 �3Rﾃr�

(オ)体力的にきつい �#b駝��24.8 �32ﾃR�23.1 �#r�"�26.7 ��r紕�

(カ)職場の人間関係がよくない ��"ﾃ��12,6 湯繧�ll.0 ��B���ll,0 砥��

(キ)その他 �"���2,1 ��纈�6,6 �"�"�1.1 ��纈�

3)低い賃金収入

就労機会の縮小という事態も反映し､

賃金水準は低い(表2-4)o全体65.7%､

つまり3人に2人が昨年の年間賃金収入

が200万円未満と回答しているo　女性

に限るとほぼ全員である(100万円未満

でみても半数に及ぶ)｡また回答者全体

の半数(54.5%)が一昨年と比較して収

入が｢減った｣と回答している｡

もちろん､世帯内に自分以外の就労者

がいるという回答は6割持8.7%)に達

しており､世帯全体の収入状況をみる必

要もあるだろう(本調査では就労世帯員
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の収入金額まで尋ねていない)｡とはい

え､季節労働者の場合には､夫婦で季節

雇用として働くケースも多く､世帯単位

でみても､収入は必ずしも安定している

わけではない｡また本人を含む世帯人数

は､二人暮らしが最多(46.4%)だが､

単身世帯も1割を占める｡女性に限ると

15.9%である｡単身者､とりわけ､高齢

の単身女性の間で､年金をめぐる問題

(後述)もあいまって､貧困という問題

がひろがっているという5｡以下に女

性･単身世帯の自由記述を幾つか紹介し
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ておく｡

･12月から3月までの間の収入がなく､ま

た年金はそれだけで生活できるだけの金額

はいただいていないので､その間はとてもき

ついです｡夏に比べると冬は夏の倍以上に電

気代､灯油代､光熱費がかかるのに､雇用保

険の一時金が50日でも足りない状況Q　それ

が40日に減らされ,この先､また減らされ

ていくのかという不安でいっぱいです｡女性

64歳､苫小牧市

･夏は､順調にある仕事でも､冬になると2,

3ケ月なくなることが多くなりますから(今

年のようにあったのは初めてです)｡生活が

非常に苦しく､失業保険で生活するしかない

のです.年間通して仕事があればそれが一番

ですが｡土曜日､日曜日､祝日が休みになる

のが大変困ります｡日曜日だけの週1回でよ

いです(1日でも多く働きたいですから)0

週2, 3日休むのは高給取りの考えで､私の

ような貧乏人には縁遠いことです｡女性59

歳､札幌市

･この5年間､牢に2回の市営住宅-の申

し込みをしておりますが､ハズレで入居出来

ません｡仕事をしているうちは家賃も払って

ゆけますが､もし働けなくなったらすべてス

トップです｡ 65歳から国民年金も受け取れ

ますが､月額3万もないはずです｡厚生年金

とあわせても　4万円そこそこでどうしたら

良いかと大変に不安な暮らしをしておりま

す｡今の職場もあと1, 2年が限界の体力と

なりましたので､ 65歳からのわずかなパー

トの仕事が欲しいのですが､社会が相手にし

てくれないでしょうね｡車での通勤が出来る

ので頑張って生きていきたいのですが｡女性

63歳､札幌市

表2-4　昨年の年間賃金収A及び一昨年との比較

単位:%

坐 体 �&ｨ�¥｢��&ｩ�ｲ颯驃饅｢�男 悼 傚r�8��40 義 代 鉄��ｶ���2�60 義 代 都��ｶ��撃��2�

(a)昨年の年間 賃金収入(再掲) ����iﾈ鈴j)i��23.8 ��rﾃ2�52.9 釘絣�8.9 ��ゅ��58.6 

150万円未満 鼎Rﾃ��36,0 塔津"�19.3 �#��"�43.7 塔B繧�

200万円未満 田R縒�59.2 涛Bﾃb�39,8 鼎rﾃB�68,1 涛"纈�

(ら)一昨年との比較 侏�,�+ﾒ�54.5 鉄r���43.5 鉄r絣�55.7 田2縒�48.0 

同額 �3b紕�34.0 鼎b絣�33.3 �32���29.2 鼎ゅ��

増えた 湯���8.9 ������9.2 免ﾂ���7.1 釘ﾃ��
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4)社会保障制度からの排除一無年金･

低水準の年金支給､医療からの排除

わが国社会保障制度は､所得水準の低

いものほど負担が重くて給付水準は逆

に低いという特徴を有している｡そうし

た社会保障制度からの排除が社会的に

問題になっている｡

まず､現役引退後の生活保障という役

割が期待される年金についてみると(図

2-2)､第-に､公的年金に加入していな

いものが少なくない(同図左)｡全体で

12.2%が公的年金に未加入である(残り

は｢受給している｣と｢まだかけている｣

がそれぞれ45.4%)｡とりわけ働き盛り

の層では2割に達している｡第二に､年

金に加入していても保険料の支払いを

滞納していたり免除されているという

層も多い(同図右)｡第三に､年金支給

額の低さである(表2-5)｡男性では6

割､女性では9割が10万円に満たない｡

次に医療である｡第-に､国民皆保険

が言われていながら､年金制度同様に､

医療保険制度からの排除がみられる｡す

なわち､割合こそ少ないが､年間を通じ

て無保険が24人みられ､さらに､冬だ

け無保険というものも存在する(25人)0

第二に､年間を通して国民健康保険に

加入しているというもの(回答者全体の

56.6%)だけに限定して､保険料の滞納

状況や世帯の年間保険料等を尋ねてみ

たところ(表2-6)､ (a)保険料の滞納

が23.7%にも及ぶこと｡とりわけ､働

き盛りの年齢層　は0, 50歳代)では4

割にも達している｡ (ら)そのため､正規

保険証以外が渡されているという回答

が15.4%に及ぶ(｢分からない｣という

回答を含む｡なお､やはり40, 50歳代

でこの値が大きい)0 (C)そして､所得

水準が低いにもかかわらず､年間の保険

料は高く､ 20万円以上が48.8% (40-

60歳代では60%前後)､ 30万円以上も

27.3% (40, 50歳代では40%弱)にも

及んでいる｡棚当然､保険料負担が｢非

常に厳しい｣という声は多数を占める

(全体で64.3%)｡無保険者や保険料を

滞納して短期の保険証等を渡されてい

るものなどの声を幾つか紹介する｡

･市･道税が高い｡保険料が高く､支払いが

きつく､医者にかかれずに常に100%自分も

ちで大変です｡相談しても今の生活が楽にな

るのでしょうか?医者代も年金代も税金も

少ないながらの給料で支払いができません｡

食べるだけでイッパイイッパイです｡男性

52歳､札幌市

･国保に加入したいが保険代が高すぎる｡ま

た2年分の保険代がかかるため､保険に入れ

ないでいます｡保険代も､ようやく払えるか

払えないかというときに2年分もさかのぼ

って払えというのはきついです｡男性57歳､

札幌市

･保険料も払えず､無保険が何年も続いてい

る｡子どもを病院に連れて行く事もできない｡

失業保険も40日になり､その前の50日で

もつらかったが､今では､一時金がでても､

その日のうちに支払いで全て出て行き､生活

費にすらまわらない｡冬期間のアルバイトも

無く､毎年冬になると一家心中でもと考えて

しまう｡冬期失業中は毎月何らかの保障が欲

しい｡ 4, 5月まで生きのびても､夏場は､

冬にできた借金を返さなければならないの

で､一年中普通の生活ができなく困窮してい

る｡男性37歳､苫小牧市
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図2-2　無年金者及び保険料を滞納しているもの･免除されている者
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季節労働者の就労･生活と公共事業をめぐる問題(川村雅則)

･健康保険を滞納しているのでなるべく早く

終わりにしたいがなかなかできず､役所から

差し押さえをするとか,家を売りなとか言わ

れます｡半分ノイローゼになります｡なるべ

く仕事をして返していこうと思いますが､も

っと多くと言われ､困ります｡滞納したのが

悪いので仕方ありません｡女性59歳､夕張

市

表2-5　年金受給額(月額)
単位:%

表2-6　医療保険をめぐる問題(通年で国民健康保険加入者のみ)
単位:%

全 体 �&ｨ�¥｢��&ｩ�ｲ颯驃饅｢�男 悼 傚r�8��40 義 代 鉄��ｶ���2�60 義 代 都��ｶ��撃��2�

(a)保険料の滞納状況 ��右ｸ+X,H*(.��23.7 �#b���13,1 鼎B紕�41.4 �#2���9.4 

(ち)保険証種類 ��8ｴｹ]ｸﾊ���愛��15A ��rﾃ��4.5 鼎��"�32.4 ��B絣�2,6 

(C)世帯の年間保険料 (再掲) �#�iﾈ苓決�2�48.8 鉄�纈�33.9 田�綯�58.8 田�ﾃ"�31.3 

30万円以上 �#r�2�28.8 �#��"�39.4 �3ゅ"�30.5 ��b���

(a)保険料の負担感 儖��ﾘ,侏X+X*"�64.3 田b���56,7 都偵B�85.3 田"���47.2 

5)生活不安､増大する生活保護受給希望

収入や社会保障をめぐるこうした問

題状況の中で､ (ク)老後の生活設計

(62.8%)､ (イ)生活費(58.8%)､ (ウ)

税･保険料(50.0%)など季節労働者は

様々な不安や負担感を抱えている(秦

2-7)｡とりわけ､若い層では､このほか､

(ア)失業等についても強い不安が示さ

れている｡厚生労働省の調査(｢国民生

活調査｣)にあわせて五段階で尋ねた現

在の暮らしの状況についても(表2-8上
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住宅･育児･教育など生活費負担の大き

いと思われる年齢層では､ ｢大変苦しい｣

だけで5割に達している｡

また､こうした生活の困難を反映し､

最後のセーフティネットたる生活保護

の受給を希望するものは､ 20.3%に達し

ている(同表下段)｡もっとも､実際に

受給し得ているものは全体のわずか

2%にとどまる｡生活保護行政の現場で

は､稼働年齢層は保護の対象から外され
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ており､実際､申請を断念させられたと

いう自由記述もあったが､あわせて､保

護受給に対するステイダマが申請を断

念させているケースもあるだろう｡

以上､生活保護を含む社会保障制度の

改善が不可欠である｡政府の動向なども

視野にいれてキーワード的にまとめる

と､職域等によって分立された社会保障

制度の見直し､非正規にとって厳しい雇

用保険の改善､失業扶助制度の整備､稼

働年齢層を排除している生活保護制度

の改善(使いやすく離脱しやすい制度

-)等々があげられよう｡しかしながら

同時に､仕事が欲しい､通年で働きたい

という多数の自由記述が示すとおり､生

活保護受給よりも就労機会の確保が彼

らの希望であるoそれにこたえる解の一

つが､冒頭にも述べた､雇用･仕事づく

りである｡ここには､公的就労事業の確

立も含まれるが､さしあたり私たちの問

題関心では､公共事業改革である｡この

点の可能性について､建設事業者(有効

回答780件)を対象にした調査結果に

もとづきながら検討していこう｡

表2-7　生活上の不安(複数回答可)
単位:%

全 体 �&ｨ�¥｢��&ｩ�ｲ颯驃饅｢�男 悼 傚r�8��40 読 代 鉄��ﾜ���2�60 義 代 都��ﾜ��撃��2�

(ア)失業.廃業､倒産等 �3ゅ��42,0 �#"�"�74,2 田����3(一.3 途紕�

(イ)生活費 鉄ゅ��61.9 鼎r紕�77.5 田ゅr�57.2 鼎r�2�

(ウ)税.保険料 鉄����52.4 鼎�紕�74.2 田����43.3 �3ゅB�

(エ)子育て､教育費 鍍��7.8 迭綯�34.8 途�2�1.0 ��ﾃR�

(オ)住宅問題 ��B絣�15.5 ���紕�27.0 ��rﾃB�12.4 唐ﾃB�

(カ)自分や家族の健康 鼎"���41.0 鼎b�2�41.6 鼎B纈�38.6 鼎�紕�

(キ)医療費 �3津R�39.3 �3津b�37.1 鼎�絣�38.3 鼎�纈�

(5.)老後の生活設計 田"繧�61.7 田ゅ��59,6 田RﾃR�65.2 田�綯�

(ケ)自分や家族の介護 �#B���23.0 �#ゅ��25.8 �#R�2�21.9 �#R���

(コ)その他 ���"�1.9 ���"�i;i ��ﾃ��0.5 ��絣�
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表2-8　現在の暮らしの状況及び生活保護の受給希望者

単位:%

ll 僮 全 体 �&ｨ�¥｢��&ｩ�ｲ颯驃饅｢�

男 悼 傚r�8��40 義 代 鉄��<r��2�60 義 代 都��ｶ��撃��2�

(a)現在の暮らしの状況 ��Y¥�ｨ+X*"�39,2 鼎�絣�29.9 鉄2�"�49.5 �3b���28.1 
やや苦しい �3偵��39.4 �3ゅR�36.2 �3津��40.6 鼎����

(ら)生活保護の受給希望 弍9eﾘ*�.��ｸﾋｸﾝﾚH�8ｸｹ(b�20.3 �#�縒�14,5 途繧�23.2 �#B�"�25.7 

希望あり ��ゅ��19.2 ��2�"�6.8 �#�綯�21.6 �#�縒�

3　建設事業者の疲弊6

1)建設需要減､受注競争の激化一建

設事業者をとりまく環境

総務省｢事業所･企業統計調査｣によ

れば､北海道の建設産業の事業所数は､

13年から18年の間に2668件減少した

(減少率▲10.2%)o　同期間の全産業の

事業所の減少率(▲6.9%)に比べても

大きい｡

建設事業者はいまいかなる危機にあ

るのか(表3-1)｡尋ねた結果の第一は､

やはりなんといっても､建設需要･工事

量の減少である｡公共事業の減少に加え

て､住宅需要の低迷､そして急速に進む

景気後退の影響で民間の設備投資も減

少していることを反映し､ (ア) ｢元請受

注の減少､困難｣ (64.4%)､ (イ) ｢下請

け工事受注の減少､困難｣ (40.3%)で

あるという｡

第二が､受注競争の激化である｡工事

量の減少に加えて､公共事業におけるい

わゆる入札制度改革拝旨名競争入札から
一般競争入札-の転換)を反映し､ (オ)

｢低価格での受注競争の激化｣ (79.8%) ､

(タ) ｢見積もり合わせや入札制など競

争が強まった｣ (44.5%)という｡なる

ほど､談合の排除は必要である｡だが､

競争が単なる価格競争を意味するので

あれば､また､競争に有効な歯止めがな

ければ､もたらされる事態の結末は明ら

かである｡実際､建設産業における重層

的請負構造のもとで､そのツケが下請事

業者や労働者に転嫁されている状況が

書き記されていた(後述)0

第三は､以上の需要減､価格競争の激

化という事態にもかかわらず､逆に､

(セ) ｢資材仕入れ価格が上昇｣ (38.1%)

し､ (ス) ｢コストダウンが困難｣ (28.7%)

であるとされる｡
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･受注量が減少する中､コスト削減も限界に｡

受注量の季節的変動の不安定さがさらに増

し､資金繰りの苦労時期が年間を通して発生

するようになってきている｡受注量も減少し

ているし､その中で利益率も低下傾向にある｡

･公共事業の受注においては低価格での入札

でなければ受注できない業界動向にある｡民

間においては品質､諸検査等要求されること

が多くなっているから､適正な利益を確保す

る物件が見当たらない｡本州大手企業の安値

受注により地場中小企業が受注できないこ

とも多い(民間)0

･工事受注量の減少に加えて､受注額の低額

化(以前と同じような規模の工事内容でも2
-3割程度の低額化が当然のようとなり､利

益を出すことが困難となっている)｡受注に

難色を示すと工事が他の業者-流れる(低額

でも受注する業者がいる)0

･官､民あわせて工事が減っているため､競

争が激しく､低価格が多くて､受注できない｡

また受注しても､赤字になる場合が多い｡公

共事業の労務単価が毎年下がっている｡福利

厚生(健康保険､厚生年金)の経営者は負担

分が多くなっている｡

･指名競争入札の減少により公共工事の受注

が出来なくなった｡また公共工事の設計単価

も民間の工事以下になっていることがある｡

･受注量減少､価格競争､利益率の低下､本

来利益あっての商いであるが､利益どころか

赤字になる工事の割合が年々増加している｡

完工高･経審点数･ランクを維持するために

採算に合わないものも受注していることか

ら経営状況は徐々に悪化している｡

表3･1事業経営上の主な悩みや問題点など(複数回答可)

単位:事業者､ %
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2)労働者､下請事業者への負担の転

嫁､なお残る業界の不公正な慣習

低価格競争とあいまって追求される､

従業員数の削減や賃金カットなど様々

なコスト削減(表3-2)は､当然､働く

者に否定的な影響を及ぼすことになる｡

それだけにとどまらず､建設構造物の安

全性を低下させかねない(｢通年雇用者の

年金保険料等の負担が重くのしかかってき

て､通年雇用者を削減しなければならない｡｣

｢人員削減は実行したが､安全管理等は年々

増えており､職員個人に負担がかかっている.

結果的に手抜き工事や労災につながるので

はないか不安である｡｣ ｢低価格の工事を下請

いたしますと､そこから何パーセントと元請

にとられます｡そうするとしっかりした現場

施工などができなくなり､施工管理､安全管

理など限界ぎりぎりでしなければいけませ

ん｡｣)

表3･2　過去5年間で採用された
コスト削減策(複数回答可)

単位:事業者､ %

759 免����

(ア)通年雇用から季節雇用 都��9.2 
-の転換 

(イ)従業員数の削減 �3���51.4 

(ウ)賃金水準の切り下げや �3s��48.7 

手当てのカット 

(エ)建設機械の使用年数の
延長

(オ)一般管理費の削減

(カ)下請の利用を増やした

(キ)下請価格を切り下げた

(タ)資材を安価なものに
切り替えた

(チ)仕入れ経路を短縮した

(コ)共同仕入れを増やした
始めた

(チ)その他
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またこうした低価格競争を可能にし

ているのが､元下問の契約の片務性をめ

ぐる問題､つまり下請事業者にツケを転

嫁できるという構造にある(｢元請､下請

けとも競争が激しく､見積もりをしても値引

き額が大きく､特に下請け工事などは工事原

価も出ないのが分かっていても､断ると次の

仕事の受注に関わることを恐れて断れな

い｡｣ ｢元請は前払金の請求をし､いまだに下

請には手形をきっている業者がいる｡前払金

を振り込んでその後返金させ､手形にての支

払い｡｣ ｢下請をすれば､仕事が終わって150

日の手形が当たり前｡労賃しかないのに｡｣

｢下請負工事が多く､元請の発注が請負金額

の25-28%強のピンはねで､我々の経費が

出て来ない状況｡｣ ｢入札価格が80でも70

でも上(元請)は絶対自分の経費はとるため､

苦しくなるのは下請だけ｡｣)

もちろん､以上のような激しい価格競

争･低入問題の中でも､天下りや談合問

題など不公正な慣習は業界内において

なお少なからずみられることが指摘さ

れている｡地元の公共事業について認め

られる傾向を尋ねたところ(表は省略)､

例えば､ ｢天下りを受け入れている企業

が有利に受注している｣ 35.8%､ ｢受注

調整は依然として行われている｣ 20.8%､

｢天の声で指名や落札業者が決まる傾

向にある｣ 15.9%などの結果が得られた

く｢天下りのいる会社ほど評価が高い｡｣ ｢談

合はなお実施されている｡役所の天の声も依

然とあり､現状を憂えている｡｣ ｢公共工事の

談合は全業種であると思う｡その中でも市職

員と結びつきが強く､天下りのいる会社にか

なわない｡｣ ｢地域優先を行っていない｡特に

開発局や道庁o Bの私物化した発注には間
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題が多い｡道外メーカーや大手には受注させ

るべきではない!｣ ｢天下りOBがいる会社

が受注し､技術のある会社に低価格で下請け

をさせている｡役所OBがからみ官製談合が

横行しており､役所OBの力がないと受注で

きないケースが非常に多い｡｣ ｢官からの談合

指導がある(理事等役員に仕事がまわってい

る)｡｣)

4　期待されている公共事業改革の方

向性

1)新幹線の札幌延伸は期待されてい

るか?一従来型公共事業を問う建設事

業者の声

さて､こうした状況をおさえた上で､

他府県に比べてウェイトが高い北海道

の公共事業は(総額削減はやむを得ない

としても)どうあるべきか｡建設事業者

の主張や意向(表4-1)を紹介しながら､

二点述べたい｡

第一に､現在の公共事業の中身の改革

が必要である｡そういう声が少なくなか
l

った｡すなわち､ (セ) ｢最近の公共事業

は中小事業者の振興や雇用の拡大には

役立っていない｣という回答が半数

(49.4%)に達している｡また､北海道

新幹線の札幌延伸は北海道経済によい

影響を与えると期待しているのは3割

(28.4%)にとどまり､一方で､そのお

金を中小の建設業者に対する仕事に振

り向けるべきという指摘には41.9%の

声が集まっている(け)と(タ))0 ｢オ

ール北海道｣と主張される新幹線の札幌

延伸が､ (控えめに述べても)建設事業

者の間で必ずしも強い賛同を得ている

わけでは決してないことが確認されよ

う｡むしろ､ (チ) ｢これからの社会構造

の変化を考えると､従来型の大型開発事

業から､地域で必要な生活･教育･福祉

に関連した事業にシフトするべき｣とい

う声のひろがり(44.9%)に注目したい｡

繰り返しになるが､従来型の公共事業

(とりわけ大型･開発型の公共事業)は､

十分な検証もなく､しかも過大な需要･

利用予測にもとづき､地域住民等からの

批判をうけても(需要予測が異なること

や当初目的が達成されないことが明ら

かになってさえも上　決して止まること

なく展開されてきた　く｢時のアセスメン

ト制度｣も十分に機能していないことも

最近報じられた7)｡その意味では､公共

事業の構想､計画段階からの､幅広い関

係者の参画を制度的に保障していくこ

とが不可欠であることは強調しておき

たい｡

･必要でない(地域住民の意見が反映されて

いない)公共工事が現実に行われている｡特

別会計で予算を使い切ってしまうというそ

の体質にあきれる｡国､地方自治体にも､変

えようという人間がいない｡

･自社の地域は漁業中心なので､必要な漁港

はあると考えますが､後継者がいなくなり､

それによって漁船の数も減っているのに､い

まだに一度ついた予算は計画の途中でやめ

られず､ ｢費用対効果の検証｣なく造り続け

ている｡ ｢公共工事は検証しながら｣｡

･人口減の中､高規格道路､新幹線等の大型

工事を止め､住民の身近な福祉､教育､医療

に目を向けていただきたい｡

弓ヒ海道の建設業界は､公共工事の受注で成

り立っていますので､道民の生活に必要な道
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路､学校､公住等の整備を増やしていって欲

しいです｡

･公共工事といえどもその工事が行われるこ

とについての効果や経済性が求められる時

代であり､戦後のインフラ､高度経済成長時

代のインフラ､低成長時代のインフラと内容

が変化しなければならないのに､相変わらず

何十年前の感覚の公共工事が多い(業者を食

わせるため?)国民不在の公共工事といって

も過言ではないと思う｡

弓ヒ海道新幹線の延伸工事に支払われる工事

代金は大手ゼネコンに入るもので､地場が潤

いを得られるわけではない｡この路線完成後

の経済貢献度にはさしたる期待はできない｡

格好つけることはやめて､地元や地元企業の

ために予算を投入すべきと思慮する｡

表4･1公共事業のあり方･意向について(複数回答可)
単位:事業者､ %
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関連して､発注形態を問う回答も多か

った｡すなわち､大型工事をゼネコンに
一括請負方式で発注するのではなく､

(ト) ｢分離･分割発注を増加させ､中

小零細規模の工事を大幅に拡大すべき｣

という声が半数を超えている(59.3%)0

それは､必ずしも必要とはいえないゼネ

コンの介在を排除して､中小の建設事業

者に､より有利な条件で仕事が提供され

ることになり､結果として､中小企業の

振興･地域経済の活性化にもつながるこ

とが期待されるo (r専門工事業､防水､塗

装､アスベスト工事など専門業者にほとんど

丸投げになる工事でも､建設会社に発注して

いる｡専門業着直入札方式にすると元諸経費

の削減にもなるし､不要な過当競争も減少す

るのではないか｡｣ ｢中小業者-の公共事業に

対して､直接の発注方式-分割発注など条件

が受け入れやすい方式の採用と､ゼネコン-

の管理部門のみの発注(技術的管理に対して

の発注)の分割等がより地域-の経済効果を

期待できるのではないか｡｣ ｢一括発注では､

工事資金の流れが不透明になり､ゼネコンの

元請だけが利益を吸い上げる昔の状態に戻

ってしまいます｡発注者にとっても納税者に

とっても良い方式ではありません｡｣)

以上を､私たちが主張する公共事業

(内容)の転換の方向性としてキーワー

ド的に述べるならば､経済成長を前提と

した大型開発事業(ときに環境破壊型の

事業)から生活･教育･福祉分野あるい

は地域に必要な持由域密着型の)事業-

の転換､新規投資中心主義から維持･改

修･補修あるいはライフサイクルコスト

を視野にいれた公共投資-の転換とな

るだろう｡大地震で倒壊する危険性が高

い学校施設が全国で1万を超え(文科省

調べ8) ､建設後50年以上経過した橋梁

等が今後急増する(国土交通白書2007
9)など､私たちの身のまわりに危険な

建設構造物は少なくない｡いま急を要す

る公共投資は何なのか､十分に考えた上

で実行する必要がある｡これが第-点目｡

2)談合･天下りを排除し､公正な競争

環境の確立を

第二点目は､入札制度のあり方である｡

すなわち､談合や天下りの徹底した排除

が必要であることは言をまたない｡だが

その一方で(現状がまさにそうであるよ

うに)歯止めがないに等しい､単純な価

格競争の促進では､建設事業者の経営も､

労働者の生活も､さらには建設構造物の

安全も､守ることができないのではない

か｡

実際､建設事業者の間でも､げ) ｢最

低制限価格の維持｣ (70.0%)など､過

剰な競争-の歯止めとなる制度や入札

制度の是正を求める声が多い｡ (イ) ｢ダ

ンピング規制を強化すべき｣ (48.1%上

さらに､そのためには(チ) ｢賃金の最

低価格の設定や労働協約の締結が不可

欠｣という主張に全体の　4分の1

ほ5.9%)の事業者が同意している点は､

公契約条例や労働協約を求める運動(後

逮)との共同の可能性を示唆するもので

ある｡

もちろん､現状の破壊的な価格競争を

反映してか､かつての受注調整を求める

声が少なからずみられたことは事実で
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ある｡だがその一方で､ (キ) ｢公共工事

のA札事発注をガラス張りに｣ (34.4%)､

あるいは､元請･下請間の契約の片務性

をめぐる問題等も反映して､下請や労働

者保護を求める声も多い｡ (コ) ｢赤字受

注を防ぐため､公共事業の労務費単価以

下で積算した下請発注を禁止すべき｣

44.7%､ (サ) ｢現場労働者の退職金共済

積立､職業訓練費などを含めた受注価格

の決定をすべき｣ 30.4%､等々である

巨雇用保険料納付額も入札参加要件に利

用すべき｡｣ ｢企業のランク付けには､法人税

を毎年納入し､雇用も正規雇用している中小

企業に特別加点があっても良いと思う｡｣ ｢品

質確保と地元企業育成から入札参加条件と

低価格入札の制限など見直しが必要｡｣ ｢建設

業の許可条件の中に資本及び売上の規模に

応じて､正社員として技能工を雇用する人数

を指定する位のことは考えるべきと思う｡｣

｢専門知識をもった会社､専門知識を持つ事

に対してもっと支援して欲しい｡規模は小さ

くても地道に･正直に技術をみがき､努力し

ている会社がうかばれるような政策をとっ

て欲しい｡｣ ｢地域に密着貢献し雇用対策に真

撃に取り組み工事車両及び専門機械等を装

備している会社に適正な価格で受注できる

入札制度にしていただきたい｡｣ ｢技術力や過

去の工事成績､地域貢献などを総合的に勘案

して落札者を決める総合評価方式など､良質

な社会資本整備に貢献する企業(組合)が生

き残っていける制度の実施｡｣)

以上を大きくまとめると､公共事業の

受発注を透明にし､談合を排除すること､

同時に､激しい低価格入札競争で事業経

営や労働者の生活が維持できない事態

の克服､この二点の両立が建設事業者の

問で課題として意識されているといえ

よう10｡では､その実現のために何が

必要か｡労働組合側の運動を視野にいれ

て最後にまとめる｡

3)公契約条例の制定､労働協約の確

立を
一つには､公契約条例の制定が急がれ

る｡すなわち､公共事業の現場もさるこ

とながら､民間-の労務委託契約が進む

育(公)の領域においては､著しい低価

格での発注(契約)がひろがり､働く貧

困層(官製ワーキングプア)が大量に生

み出されている｡ ｢政府･自治体が生活

困難な労働者を生み出している｣こと-

の批判が高まる中で､発注条件の是正､

つまり､そこで働く労働者の適正な労働

条件の確立を求める取り組みが全国で

ひろがりつつある｡自治体レベルにおけ

る条例の具体的内容は､例えば､条例案

の段階だが尼崎市のケース( ｢公共事業

及び公契約の契約制度のあり方に関す

る基本条例について｣ ) ､あるいは､国

分寺市の調達に関する基本指針などが

インターネット上から入手できるので

参照されたい｡

いま一つには､労働協約の確立が､建

設労働者の賃金･労働条件の標準(最低

基準)の確定という観点からはむろんの

こと､建設産業における破壊的な競争や

重層的請負構造を利用した下請事業者

-の犠牲の転嫁を防止し適正な価格を

確保するためにも､目指すべき課題とし

て意識される必要がある｡労働組合が芳
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働条件の決定過程から徹底的に排除さ

れてきた､これまでの｢労働組合排除型

の建設産業秩序｣から､集団的労使交渉

による産業秩序-の転換がいま求めら

れている｡

【注】

1　どちらの調査も､ 2009年1月初旬に調査票を

郵送し､ 2月中旬までに回収された分を分析の

対象とした｡ (a)季節労働者調査は､全日本建

設交運一般労働組合(建交労)北海道本部が過

去に主催した冬期の技能講習を受講したもの

12075人を調査の対象とした｡調査の内容は､

属性､ 2008年の雇用･就労状況､収入･生活状

況､医療･年金など加入状況､健康状態等であ

るo　有効回答数は1570人であるo　なお回答者

の居住地は､札幌(17.1%上釧路(12.3%)､

苫小牧(ll.4%)､旭川(10.6%)の各市が10%

を超えて多いQ (b)建設事業者調査の対象は､

北海道内の建設事業者､具体的には札幌市を中

心に､主要な地方都市の指名登錬業者の中から

無作為で抽出した｡調査の内容は､事業経営の

実態･問題点や経営動向､採用しているコスト

削減策やその弊害､公共事業の受注実態､公共

事業をめぐる問題点あるいはその意向などであ

る｡計3762事業者に調査票を郵送し､計780

事業者の回答を分析対象とした｡本社所在地は､

札幌(39.9%)､函館(16.7%)､旭川(13.4%)､

苫小牧(10.4%)､帯広(10.3%)などである｡

2　男性1,247人､女性314人のうち昨年わずか

でも働いた者はそれぞれ1,028人､ 231人｡男

性の年齢別(｢40歳代｣ ～ ｢70歳以上｣)就業

者数は､順に94人､ 326人､ 374人､ 134人｡

3　就業者の特徴などは次のとおり｡ (a)就業先

(業種)は､男性の場合には建設業が圧倒的に

多く(79.9%)､女性の場合は､建設業(41.6%)

と農業(27.9%)が多い｡ (ち)雇用形態は､季

節雇用が全体の4分の3を占めているQ (a)職

種は､男性では普通作業員が最多(37.7%)で､

大工(16.3%)､その他(14,9%)が続く｡女性

に限ると､その他(46.8%)､普通作業員(34.2%)､

造園(10.4%)の順に多い0

4　前年比で1万人もの被保険者数の減少がみら

れた(北海道労働局)ことを考えると､私たち

の調査が季節労働者の全体像を把握できている

わけでは必ずしもない(より深刻な層が少なか

らず存在する)ことは､例えば､回答者の雇用

保険の加入状況からも理解できるo　すなわち､

本調査では､回答者全体(昨年､就労したもの

全体)でみると､一般と短期の｢どちらにも加

入しなかった｣が19.2%であり､季節雇用され

ていた者に限ってみると､｢日数が足りず権利が

つかなかった｣が5.3%､そもそも｢雇用保険

をかけてもらえなかった｣が4.0%存在する｡

いずれも深刻な状況であることには間違いはな

いが､言い換えると､全体の4分の3は｢季節

(短期特例)｣で加入できていたことになる0

5　｢高齢単身者の経済不安深刻　女性｢年収120

万円未満｣2割｣ (2008年6月14日付)｡また､

最近では｢高齢女性広がる生活難　目立つ独

居･非正社員年金では暮らせぬ｣ (2009年1

月27日付)事態もクローズアップされている｡

いずれも『日本経済新聞』朝刊｡

6　｢3｣ ｢4｣は､社団法人北海道雇用経済研究

機構(ht唾:iiwww.heero.orjp/)に投稿した小文

をベースにしている｡

7　｢公共事業中止･休止2%｣『朝日新聞』朝刊

2009年3月20日付によれば､ ｢｢時のアセスメ

ント｣と呼ばれ､長く停滞した公共事業を見直

すため各都道府県が設けている第三者機関によ

る再評価制度で､実際に中止･休止となった事

業は98-08年度､評価対象全体の約2%にとど

まることが､朝日新聞社の調査でわかったJo

8　文部科学省による公立小中学校の耐震改修状

況調査結果によれば､ ｢国土交通省の基準で震度

6強の大地震で倒壊する危険性が｢高い｣とさ

れる施設が全国に一万六百五十六棟あることが
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初めて判明｡危険性が｢ある｣とされる施設や

耐震診断を実施していない施設も含めると､全

体の三七･七%､約四万八千棟が危険である実

態が明らかになった｣｡以上は｢校舎1万棟､倒

壊も　公立小･中震度6強の耐震調査｣ 『日本

経済新聞』 2008年6月21日付.

9　『国土交通白書2007』p83によれば､建設後

50年以上経過した橋梁等の道路施設は今後次

のように急増するという｡すなわち､ 2006年度

6%⇒16年度20%⇒26年度47% (コラム事例

｢荒廃するアメリカ｣と日本)oこの問題につい

ては､ 『建設政策』 124号は009年3月号)の

高木論文｢社会資本維持管理の危機一道路橋梁

の場合｣も参照｡

10　関連して､現行の､公共工事の設計労務単価

の問題を指摘したいQすなわち､同単価は､市

場価格にもとづき定められるため､低価格受注

競争が激しく展開されていて､しかも実際には

この単価に満たない賃金が労働者に支払われて

いる現状では､翌年度に提示される単価はさら

に低下するという悪循環が生じることになる

什道内50職種0.2%減,平均1万5350円　09

年度の公共工事設計労務単価　7工程で全国最

低に｣ 『北海道建設新聞』2009年3月28日付｡)

この問題は政府にも認識されており､この間､

国土交通省のもと(r公共工事設計労務単価のあ

り方検討会｣)で問題解決のための議論がされて

きたQ同検討会がまとめた報告(r公共工事設計

労務単価のあり方について｣平成21年3月)

では､単価の設定にあり方(調査方法)にとど

まらない重要な指摘がされており興味深い｡す

なわち､ ｢公共工事設計労務単価の改善すべき事

項については､単価の設定のための調査方法や

設定の考え方だけにとどまらず､労務単価を使

用した積算に関する事項､元請下請関係に関す

る事項､建設技能労働者の賃金等の労働条件の

決定に関する事項､など公共工事の各段階にお

ける課題が指摘されているQJ
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